
憲法は、国民に法律の定めのない課税は

されないこと（租税法律主義）、租税は同様

の状況の下で一人一人、同様に取り扱われ

ること（租税公平主義、平等原則）を定めて

いますが、被相続人が取得した不動産の評

価を路線価ではなく、鑑定評価額とした課

税処分を巡り、租税公平主義の解釈が争わ

れた裁判で国の勝訴が確定しました。 

相続税法の時価を巡る解釈の違い 

課税庁は、不動産の鑑定評価額が路線価

と比べ、約４倍のかい離があること、取得

資金を借入金でまかない、結果、相続税の

課税価格を基礎控除の範囲に収め、相続税

をゼロとしたことから、鑑定評価額による

更正処分を行いました。 

納税者は、この処分に対し、路線価は相

続税法に定める時価として通達で公表され

ており、鑑定評価額による評価では租税の

法的安定性が失われ、課税上の予測可能性

がなくなること、同様の不動産を有して路

線価が適用される他の納税者と比べ、公平

な取扱いではなくなる旨を主張しました。 

通達は法律ではないが拠り所となる現実も 

ところで通達は、税務署内部の行政執行

の内容を下達したもので法律ではありませ

ん。しかし、通達は納税者に公知され、課税

上の拠り所として、通達の評価に従った申

告が行われる現実もあります。 

実質的な租税負担の公平 

最高裁は、通達に従う画一的な評価は公

知の事実であり、課税庁が特定の者の財産

についてのみ通達に定める評価額を上回る

価額で評価することは、合理的な理由がな

い限り平等原則に違反するとしました。 

その上で銀行から借り入れ、不動産を購

入して相続税負担の軽減を意図した行為は、

購入や借入をしない又はできない他の納税

者との間で看過し難い不均衡を生じさせ、

実質的な租税負担の公平に反している。合

理的理由があるので鑑定評価額による評価

は平等原則に違反しないと判示しました。 

租税法律主義と租税公平主義の再考 

路線価による評価方法を通達で公開して

いるにもかかわらず、課税庁が異なる評価

を行うのであれば、納税者は安心して経済

取引ができなくなります。裁判所の判示し

た実質的な租税負担の公平と路線価による

画一的な評価による公平を使い分けするこ

とは誰にとっての公平か、課税実務を分か

りにくくしてしまいます。租税回避の防止

が目的であれば、課税上の取扱いを明らか

にする法整備が必要ではないでしょうか。 
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租税法律主義と租税公平主義 

ここで土地を買う

べきか？ 
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